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第 37回がん対策推進協議会議事次第
日 時 :平成25年1月18日 (金)

15:00-17:00

場 所 :全国都市会館2階大ホール

議 事 次 第

1 開 会

2 議 題

(1)がん対｢策関連の検討会の進捗状況 ･今後の予定について (報告)

(2)がん対策の評価指標について

(3)相談支援 ･ピアサポー トについて

3 意見聴取

(1)がん計画における評価の活用 :評価事業の方針と行程 (宮田参考人)

(2)がん患者のサポー トプログラムに関するニーズ調査<中間報告> (花出参考人)

4 その他

【資 料】

資料 1 がん対策推進協議会委員名簿

資料 2 がん対｢策関連の検討会の進捗状況 ･今後の予定について

資料3 がん対策指標に関する前回協議会での意見等

資料4 がん計画における評価の活用 :評価事業の方針と行程 (宮田参考人)

資料5 相談支援 ･情報提供に関するこれまでの意見

資料6 がん患者のサポー トプログラムに関するニーズ調査<中間報告> (花出参考人)

参考資料 1 がん対策推進基本計画

参考資料 2 がん対策全体を評価する枠組みと指標の策定について

(平成 23年 12月協議会資料)

参考資料3 がん対策指標に関する委員からの意見のまとめ

(平成 23年 12月協議会資料)

参考資料4 ピアサポーターに関する取組について

(平成 24年9月協議会資料を一部修正)

天野委員提出資料 がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業

-ピアサポーターを対象とした研修一

花井委員提出資料 愛知県下 11のがん診療連携拠点病院等における

院内ピアサポー トに関する調査報告

西山委員提出資料 がん専門医に関する検討についての要望書
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平成24年7月11日

がん対策推進協議会委員名簿

氏名 所属.役職

雲諸 掛 特定非営利活動法人グループ.ネクサス理事長

石井 栄一 愛媛大学大学院医学系研究科小児医学教授

¥苗 誌誓う 愛知医科大学医学部腫癌免疫寄附講座教授

えぐちけんじ江口′研二 帝京大学医学部内科学講座教授

かわごえ こう川越 厚 医療法人社団パリアンケノニック川越院長

きたおかくみ北岡 .公美 兵庫県洲本市健康福祉部健康増進課保健指導係

たむらかずお田村和夫 福岡大学医学部腫癌.血液.感染症内科学教授

なかがわけいいち中川 恵- 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科准教授

なかぎわあきのり中沢 明紀 神奈川県保健福祉局参事監(莱)保健医療部長

にLやままさひこ 埼玉医科大学ゲノム医学研究センター疾患制御医学部
西山 正彦 門教授

のだ てつお野田 哲生 公益財団法人がん研究会がん研究所所長

はない みきJp花井 美紀 特定非営利活動法人ミ-ネット理事長

ほつた ともみつ堀田 知光 独立行政法人国立がん研究センター理事長

ほんだ まゆみ本田 麻由美 読売新聞社会保障部記者

まえかわ いく前川 育 特定非営利活動法人周南いのちを考える会代表

まじま よしゆき長島 喜幸 特定非営利活動法人パンキャンジャパン理事

まつづき松月 .みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

まつもとようこ松本 陽子 特定非営利活動法人愛媛がんサポートおれんじの会理事長

みちなが まり道永 麻里 社団法人日本医師会常任理事

◎日･会長､〇･･･会長代理 (50音順､敬称略)
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がん対策関連の検討会の進捗状況 ･今後の予定について

平成25年1月18日

1.小児がん拠点病院について

●｢がん対策推進基本計画｣を踏まえ､小児がん拠点病院等について ｢小
児がん医療･支援のあり方に関する検討会Jで検討し､報告書が9月3日

にとりまとめられた｡

●報告書を踏まえ､｢小児がん拠点病院の整備について｣(平成24年9月
7日健康局長通知)を発出した｡診療実績や､学会の認定する施設である

こと､緩和ケアの実施､相談支援の実施､長期滞在施設の整備､保育士の

配置等を要件としている｡

●10月9日の申請書提出〆切までに計37医療機関から申請があった｡●報告書の提言を受け､｢小児がん拠点病院の指定に関する検討会｣を平
成24年12月より開催し､ヒアリングを行った｡1-2月目途に拠点病

院を全国に10箇所程度指定する予定0

2.緩和ケアについて

●｢緩和ケア推進検討会｣を本年4月から開始し､計7回開催した｡●緩和ケアセンターの整備や身体的苦痛や精神心理的苦痛等の緩和にお
いて基本的緩和ケアに求められる方策を盛り込んだ報告書を9月26日

に ｢中間とりまとめ｣として公表した｡●引き続き､専門的緩和ケアを提供するための各職種の適正配置､専門的
緩和ケアへのアクセスの改善､緩和ケアにおける地域連携などについて議

論を進めるとともに､緩和ケアセンターに求められる機能についても一定

の議論を行った｡

●今後､拠点病院の指定要件に係る事項について議論を行った後､緩和ケ
アの教育体制や緩和ケアの普及啓発等について議論を進める予定｡

3,がん検診について

●｢がん検診のあり方に関する検討会｣を本年5月から開始し､計3回開
催した｡

●第2-3回目は子宮頚がん検診について､主にHPV検査の対策型がん
検診と･しての扱いについて議論を行ったO第4回目に子宮預がんについて

取りまとめを行い､今後､他のがん種や受診率向上施策について議論を進

める予定｡
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4.がん診療提供体制について

●｢第1回がん診療提供体制のあり方に関する検討会｣を12月に開催｡●まず､今後のがん診療連携拠点病院のあり方 (2次医療圏に原則1つや
空白の医療圏の問題等)をまとめた上で､がん対策推進基本計画を踏まえ､

がん診療連携拠点病院の要件案を策定する｡

※個別具体的な要件は､検討会のもとにワーキンググループを設置して

検討するO

※ ｢緩和ケア｣に関する拠点病院の要件案は､現在 ｢緩和ケア推進検討

会｣で議論していることから､本検討会では主に緩和ケア以外の分野につ

いて要件案を議論する｡

※要件案の策定にあたっては､｢がん対策推進協議会｣の意見も踏まえ

ることとする｡

●その他､拠点病院の要件以外の課題 (例 :拠点病院の評価､がん医療の
質の評価､情報提供等)についても議論する予定｡

5.がん研究について●関係省庁と連携して､年度内に ｢第3次対がん10か年総合戦略｣に続
くがん研究戦略を策定するための場を設置し､具体的な検討を開始する｡

6.都道府県のがん対策基本計画進捗状況の調査について●都道府県のがん対策基本計画策定の進捗状況は､平成24年8月に､見
直しの時期､見直しの喝 (検討会､協議会等)､見直しの場への患者委員

の参画状況､国民や患者の意見を反映する仕組み等について調査を実施し､

平成25年9月の第35回協議会で報告した｡

●平成25年2月目途に､再度､現在の進捗状況､計画案の骨子の内容等
について調査を実施し､3月の協議会にその結果を報告する｡

※各検討会の開催要綱等は別紙参照
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別紙

｢小児がん拠点病院の指定に関する検討会｣開催要綱

1. 趣旨

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんの年間新規患者数は

2000人から2500人と少ないが､小児がんを扱う施設は約200程度

と推定され､小児がん患者が必ずしも適切な医療を受けられていないことが

懸念されている｡

本検討会では､｢小児がん医療 ･支援のあり方に関する検討会｣において

平成24年9月にとりまとめられた ｢小児がん医療･支援の提供体制のあり

方について (報告書)｣を踏まえて策定された ｢小児がん拠点病院の整備に

ついて｣(平成24年9月7日健発0907第2号)に基づき､申請のあっ

た医療機関について､小児がん拠点病院の指定のための韓討を行う｡

2. 検討事項

(1)｢小児がん拠点病院の整備について｣に示す指定要件の充足度の検討
及び小児がん拠点病院の適切な運営を行うに当たっての必要な助言等｡

3 その他

(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括する｡

(3)本検討会には､必要に応じ､別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課が行う｡

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協議の上､定める｡
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｢小児がん拠点病院の指定に関する検討会｣ 構成員名簿

天野 慎介 特定非営利法人グループ･ネクサス理事長

石井 栄一 愛媛大学大学院医学系研究科小児医学分野教授

小俣 智子 武蔵野大学人間科学部社会福祉学科准教授

垣添 忠生 公益社団法人日本対がん協会会長

豊田･清一 宮崎県立宮崎病院院長/

韮淳 融司 杏林大学小児外科教授

道永 ､麻里 社団法人日本医師会常任理事

柳準 正義 一社会福祉法人恩賜財団母子愛育会

日本子ども家庭総合研究所名誉所長

山本 要 秋田県健康福祉部次長

(五十音順 ･敬称略)
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小児がん拠点病院申請医療機関 (ヒア リング対象機関)

ブロック 都道府県名 医療機関名

北海道 1 北海道 北海道大学病院

東北 . 2 宮城 東北大学病院

3 福島 福島県立医科大学附属病院

関東 4 埼玉 埼玉県立小児医療センター

5 東京 聖路加国際病院 .

6 東京 国立成育医療センター

7 東京 東京都立小児総合医療センター

8 神奈川 神奈川県立こども医療センター

9 埼玉. 埼玉医科大学国際医療センター

ー0 東京 国立がん研究センタ-中央病院

東海北陸信越 ll 新潟 新潟大学医歯学総合病院

12 静岡 静岡県立こども病院

13 ･ 愛知 名古屋大学医学部附属病院一

14 三重 三重大学医学部附属病院

近畿 15 京都 京都大学医学部附属病院

16 京都 京都府立医科大学附属病院

17 ■大阪 大阪府立母子保健総合医療センタ-

18 大阪 大阪市立総合医療センター

19 兵庫 兵庫県立こども病院'

中国四由 20 広島 .広島大学病院 .

九州 ■ 21 福由 九州大学病院
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｢緩和ケア推進検討会｣開催要綱

1.趣旨

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケア

をがんと診断された時から提供するとともに､診断､治療､在宅医療など

様々な場面で切れ目なく実施することが重要である｡

しかしながら､日本では未だがん性療病の緩和等に用いられる医療麻薬

の消費量が少ないことや､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性が十

分に認識されていないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい

理解や周知が進んでいないこと等の課題が指摘されている｡

本検討会においては､こうした課題や緩和ケアの現状を踏まえ､今後の緩

和ケア対策について､傭轍的かつ戦略的な対策等を検討しこ今後の対策に反

映していくこととする｡

2.検討事項

(1)下記事項に関する具体的な対策

･がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制の構築

･がん性癖痛の克服

･緩和ケアチームや緩和ケア外来等の診療機能の向上

･在宅緩和ケアの質の向上や医療連携の推進

(2)その他､がん対策推進基本計画に記載されている事項の実現に向けた具

体的な対策について 等

3.その他

(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括する｡

(3)本検討会には､必要に応じこ別紙構成員以外の有識者等の参集を依植す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･1建康増進課が行う0

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協議の上､定める｡
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別紙

｢緩和ケア推進検討会｣ 構成員名簿′､

池永 昌之 淀川キリス ト教病院ホスピス科 部長

岩瀬 哲 国立大学法人東京大学医科学研究所附属病院緩和医療科

特任講師

大西 秀樹 埼玉医科大学国際医療センター精神腫疫学 教授

小川 節郎 日本大学医学部麻酔科学系麻酔科学分野 教授

加賀谷 肇 明治薬科大学臨床薬剤学教室 数授

木津 義之 国立大学法人筑波大学医学医療系臨床医学域 講師

小松 浩子 慶応大学看護医療学部慢性臨床看護学 教授

田村 里子 東札幌病院診療部 副部長

中川 恵一 国立大学法人東京大学医学部附属病院放射線科 准教授 一

花岡 一雄 JR東京総合病院 名誉院長

細川 豊史 京都府立医科大学附属病院療病緩和医療部 部長

前川 育 特定非営利活動法人周南いのちを考える会 代表

松月 みどり 公益社団法人日本看護協会 常任理事

松本 陽子 ∫特定非営利活動法人愛媛がんサポー トおれんじの会 理事長

道永 麻里 社団法人日本医師会 常任理事

武藤 真祐 医療法人社団鉄祐会 理事長

′(五十音順 ･敬称略)
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｢がん検診のあり方に関する検討会｣開催要綱

趣旨

がん検診は健康増進法に基づく市町村の事業として行われている｡がん検

診の実施については｢がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針｣

(平成20年3月31日付け値発第0331058号厚生労働省健康局長通知)を

定め､市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進しているところであ

る｡また､がん検診受診率向上に向け､平成21年度よりがん検診無料クー

ポンと検診手帳の配布や二企業との連携の促進､受診率向上のキャンペーン

等の取組を行ってきた｡

しかしながら､がん検診については､科学的根拠に基づくがん検診の実施

について十分でないこと､検診受診率についても依然として諸外国に比べ低

いこと等の課題が指摘されている｡

本検討会においては､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検診

の方法等について検討を行うとともに､受診率向上施策について､これまで

の施策の効果を検証した上で､より効率的.効果的な施策等を検討すること

とする｡

検討事項

(1)がん検診の項目について

(,2)がん検診受診率向上に向けた施策について

(3)がん検診の精度管理 ･事業評価について

そ?他
(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括する｡

(3)本検討会には､必要に応じ､別紙構成員以外の有識者等の参集を依旗す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 .健康増進課が行う｡

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協言募の上､定める｡
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別紙

｢がん検診のあり方に関する検討会｣ 構成員名簿

大内 裏明 国立大学法人東北大学医学部医学系研究科長.医学部長

菅野 匡彦 東京都八王子市健康福祉部地域医療推進課課長補佐

兼主査(成人健診 ･がん検診担当)

斎藤 博 独立行政法人国立がん研究センター

がん予防 ･検診研究センター検診研究部部長

祖父江 友孝 国立大学法人大阪大学医学系研究科環境医学教授

福田 敬 国立保健医療科学院研究情報支援研究センター

上席主任研究官

松田 一夫 財団法人福井県健康管理協会副理事長

道永 麻里 社団法人日本医師会常任理事

(五十音順 .敬称略)
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HPV検査を子宮頚がん検診とLt栗施する

新たな手法であるHPV検査を対策型検診として実施することに

ついて､以下の観点からは､どうか｡

●早期発見による効果(浸潤がんや死亡の減少)

●感度･特異度等の精度

●不利益

●実施方法(細胞診と併用･単独等)

●対象年齢や検診間隔

●実務上の課題

等

第3回がん検診のあり方ls関する検討会 資料



｢がん診療提供体制のあり方に関する検討会｣開催要綱

趣旨

全国どこでも質の高い医療を受けることができるよう､がん医療の均てん

化を推進するため､がん診療連携拠点嘩院 (以下 ｢拠点病院｣という｡)の整

備が進められ､平成24年4月1日現在397施設が指定されている｡

しかし､拠点病院の診療の格差､診療 ･支援の内容が分かりやすく国民に

示されていないこと､さらに高齢化社会やがん患者の多様化するニーズを踏

まえ､拠点病院以外の医療機関との連携や在宅医療 ･介護サービスの提供も

重要となっていることなどいくつかの課題が指摘されている｡

本検討会においては､こうした課題を踏まえ､拠点病院を中心として､今

後のがん診療提供体制のあり方について､各地域の医療提供体制を踏まえ検

討することとする｡

検討事項

(1)拠点病院の指定要件の見直し

(2)地域におけるがん診療のあり方について

(3)国民に対する情報提供のあり方

(4)拠点病院の客観的な評価 等

その他

(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括する｡

(3)本検討会には､必要に応じ､別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課が行う｡

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協議の上､定める｡
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別紙

｢がん診療提供体制のあり方に関する検討会｣ 構成員名簿

伊藤 朋子 声を聴きあう患者たち&ネットワーク rVOLNet｣代表

今村 聡 社団法人日本医師会副会長

緒方 真子 神奈川県立がんセンター患者会 ｢コスモス｣世話人代義

神野 正博 社団法人全日本病院協会 副会長

北島 政樹 国際医療福祉大学学長

佐々木 淳 宮城県健康福祉部次長

篠 道弘 静岡県立静岡がんセンター薬剤部長

田村 和夫 福岡大学医学部腫癌 .血液 .感染症内科学教授

中川 恵一 ､ 東京大学医学部附属病院放射線科准教授

西山 正彦 群馬大学医学系研究科医科学専攻 病態肢痛制御学講座

病態腫癌薬理学分野 .教授

平岡 真寛 京都大学放射線腫疫学 ･画像応用治療学教授

堀田 知光 (独)国立がん研究センター理事長

松月 みどり 公益社団法人日本看護協会常任理事

横山 晶 新潟県立がんセンター新潟病院院長

吉川 幸伸 (独)国立病院機構呉医療センター･中国がんセンター外科系診療部長

(五十音順)
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l資料31

がん対策指標に隣する前回協議会での意見等

● wHOの緩和医療の定義は､患者･家族が命を脅かす状況に遭遇したときに.全人

的な取り組みを通してQOLを改善することとされている｡QOLの向上は.緩和

医療の在り方と関連すると考えるが､助かる可能性がある患者への取り組みと､そ

うでない患者への取り組みとの違いは､QOL評価においても考慮することが重要

ではないかD

● ′がん患者の流れを考えるに当たっては､拠点病院のみならず地域全体という視点も重

要ではないか｡

● 満足度は主観的なものであるため､指標になりにくいという議論はあるが､確実な

情報でなくとも､代理指標や付帯情報といった考え方で踏み込んで形にすることも

重要ではないか｡

● QOL関連の評価指標の検討に当たっては､医療機関の協力が得られ､自治体等に

おいても具体的に評価が可能か否かという観点も重要ではないか｡
I

● 総合的ながん対策の指標は､多方面からのアプローチが必要で指標の数も多くなっ

てしまうと考えるが､できるだけ交絡したものを減らして単純化することも重要で

はないか｡

● 満足度については､日本の医療に対する患者の満足度は､欧米と比較して低いとい

うことが問題になっている｡交絡する要因等を十分考慮した上で､そのあり方を慎

重に検討することが重要ではないか｡

● QOLの評価にあたっては､QOLが医学･医療の一環であるという流れでとらえ

ているのかといった問題､死生観といった問題に対する考え方も踏まえて検討する

必要があるのではないかO

● がん患者は多層的な苦悩を抱えており､QOLも悩みも時間の経過とともに変化す

るため､がんの疑いがあるとされてから､治療､治療後に至るまでQOLも悩みも

変化するという視点に立って検討する必要があるのではないか｡



本報告の位置づけ

が聰減策社評価する枠組みと指標の策定IE蘭
する研究《H26-3次かん□指定oo02)

主任研究者

東京大学

分担研究者

保健社会行動学   橋本英樹

福島県立医科大学   第一外科      後藤満一
東京医科歯科大学   医療政策1青報学   伏見清秀
国立がん研究センター がん情報提供研究部 高山智子
東京大学       医療品質評価学   宮田裕章







がん予防における評価指標の考え方

禁煙支援プログラム

の提供     |
喫煙規制条例を施行してい
る行政の増加

適切な喫煙対策を行つてい
る事業所の割合の上昇

カツフによる死亡の減少
(75才未満の年齢調整死
亡率を20%減少,75才以
上の健康寿命・の増加)・
要定義

事業所における喫煙対策の
サポート

喫煙に対する
イメージの低下

たばこの販売方法,たばこ
パッケージに対する規制

たばこ販売数の低下

アウ トカム関連指標は既に確立して

活動に対応 した指標を収集して,総
なる可能性がある

いるので,各地域の
合評価を行うことが重要に

硯硯



QOL,安心して暮らせる社会の構築をどの様に把握するか

全体目標



QOIの向上′安心して暮らせる社会の構築に寄与する
評価を行う上で患者の経験を明らかにする

令 野 口:怖警

PaUent]oumeyに対応したサポートのあり方
Annerican Cancer Society
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病院における患者体験の調査と他調査の連携可能性

全体目標
がんによる死亡の減少
(75才未満の年齢調整
死亡率を2皓減少)

がんによる苦痛の軽減、
QOLの向上

がんになっても
安心して暮らせる
社会の構築

・医療施設調査
・患者調査
・社会医療診療行為別調査

拠賢離轟筆ξ
価臨る
T≒ 二ヽ_

壼理E制事1連警した_    1他
臨床データベース NCD

・受療行0口童
・内申府・世論調査
・国民亡活基礎調査
厚牛

=坤

科学研究     他
全体日標及び
個別目標に関
する指標の元
となる調査等

人口動態続計

がん登録や臨床データベースと連携することにより,がんステージや併存疾患,治療
関連合併症などを考慮した重症度補正・リスク層別化指標を検討することが出来る

受療行動調査との連携により地域の経時変化を考慮した検討を行うことも可能

-8-
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l資 料 5 Ⅰ

相談支援 ･情報提供に関するこれまでの意見

<相談支援センターの広報 .名称に関して>●相談支援センターで受けられるサービスを病院はもっと周知するよう働
きかけるべきではないか｡(花井委員)

● 相談支援センターの看板がないというのは問題である｡(前川委員)

● 相談支援センターのチラシをエレベーターの壁に貼るというのはどこで

もできることだが､実施には貼っていないところが多くある｡(前川委員)

● 拠点病院の相談支援センターにおいて､名称､質､相談方法などが違うの

で､ある程度の統一を提案したいOその上で､各病院の独自性があっても良

い｡,(前川委員)

● 拠点病院の中には､相談支援センターの場所がわからず､職員に聞いても､

がん相談支援センターという言葉が認識されていないところもある｡また､

相談支援センターが2階の非常にわかりづらいようなところにあって,標識

が無いこともある｡名前の統一もある程度は必要なのではないか｡(直島委

具し

<相談支援センターの体制について>

●患者は､医療機関の職員や医師に遠慮して相談できないことがある｡病院
長やセンター長などが相談支援センタ｣に責任を負うような体制にしない

と遠慮があってなかなか相談できないのではないか｡(前川委員)

<相談支援センターの機能について>●相談支援センターが､緩和ケア､がん登録､キャンサーボー ド､化学療法
(の担当者)をつなぐことが重要O相談支援センターにとっても､それぞれ

のセクションにとっても得られるものが大きい｡1(中川委員)A･

● 拠点病院の中でもこ成人病全てを対象とする総合医療機関の相談支援セン

ターは､今後の高齢者がん対策に最も必要とされる機能である｡がん+αの
病態に関しての相談支援センターのあり方を明確にすべきである｡(江口垂

-1-



<都道府県拠点と地域拠点の役割分担>●拠点病院の中でも都道府県がん診療連携拠点病院がやるべき内容と､地域
連携拠点病院がやるべき内容は違う｡都道府県の拠点病院はもっとリーダ｢
シップを発揮して､相談支援に関しても地域をまとめていくことが必要｡(堰

_Ef]琴員)-

<地域完結型の相談支援>●地域に開かれた拠点病院になるためには､相談支援センターなどと協力し
て市民との交流の場を持ち､患者 ･市民の目線に立って声を聞くシステムの

構築が必要｡(前川委員)

● 医療相談は地域全体で行うことが重要｡限られた資源では､自施設だけで

行っていくには限界があるO(上田委員)

● 拠点病院のみ参加する相談支援部会では解決できないような､地域に蕗け

る相談支援機能に関する課題が積み残されている｡地域の医療事情を考慮し

た相談支援体制を強化するような方策を考える｡(江口委員)

<国や都道府県に期待される役割>■がん相談支援センターなど､拠点病院のがん対策が実際にどのように行わ
れ､どこに問題点があるかなどをチェックする機能を有することが必要｡(前

川委員)

<ピアサポー トに関して>

●ピアサポー トを実施する中で､対面で相談を受け､説明する中で､潜在的
なニーズが顕在化することがある｡(花井委員)

<その他>`

●(24時間相談体制について)全国にワンス トップで対応できるシステムは
必要であるが､24時間体制となると人件費もかさむことから難しいのでは

ないかD(堀田委員)

● 患者の中には､主治医に伝わるのではないか､病院自身を守ろうとする型

ではないかと思って､病院の相談支援センターに相談したがらない{もいるこ

(前川委員)
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がん患者のサポートプログラム
に関する二-ズ調査<中間報告>

がん研究会有明病院

患者支援推進委員会 患者 ･家族サポートワーキンググループ
花出正美 (患者支援センター､看護師長､がん看護専門看護師)

宮城ハ重子 (患者支援センター､医療ソーシャルワーカー)

杉本香織 (患者支援センター､医療ソーシャルワーカー)

関野礼子 (ATC､副看護師長､がん化学療法看護認定看護師)

演□恵子 (看護部､副看護部長､がん看護専門看護師)

宇津木久仁子 (婦人科､副部長)

桐明志朋 (病院総務課)

澗 鞘 岳- .i..K#."--詞:[-.- I,i.- .Jd=-

背景
㊥がん患者 ･家族の悩みや不安の軽減､療養生活の質の向上には､
医療者によるサポートのみならず､がん経験者同士による体験の
共有が有効

㊥がん研究会有明病院におけるがん患者 ･家族のサポート

>医療サポートチーム(緩和ケアチーム､栄養サポートチーム等)

>患者 ･家族が自由にアクセスできる相談窓口(相談支援セン
ター､専門看護師 ･認定看護師によるがん看護相談等)

>サポートプログラム(ガン研療友会､食道発声教室､プロボッ
クスの会､帽子クラブ､GcLnkenBrecLS†ccLnCerSuppor†
Service､乳房再建研修会､有明婦人科の会等)

⇒がん患者 ･家族が体験を語り合える場として機能

【課題】がん患者 ･家族のサポートプログラムに関するニーズ
に即したサポートのあり方の検討



調査概要

◆目的

>がん研究会有明病院に通院するがん患者の
サポートプログラムに関するニーズを明らかにする.

㊨調査方法

>対象者 外来通院中のがん患者

≫調査期間 2012年12月10日(月)-14日(金)5日間
>調査内容 ･一がん経験者の交流の場〟の参加経験

･〟がん経験者の交流の場〟の設置希望

･〝がん経験者の交流の場〟の参加希望

･希望する一一がん経馬英者の交流の場一一のタイプ

>方法 自記式アンケート調査

結果 :対象者の概要
㊥外来通院中のがん患者 4′932人

>性別 ≫年齢

>通院期間 >居住地域

6%3%

図24歳以下

国25-44歳

bd45164歳

国65-74歳

｣75歳以上

幽無回答

>がん種 田乳腺

儲消化器

由都 23区内

田都区外

iJ千葉県

匿神奈川県

は埼玉県

団その他

｣無回答

kA婦人科

国泌尿器

td頭頚部

国呼吸器

Lj血液

は整形

｣その他

Ld無回答

◎約50%が女性
◎40%が45-64歳
40%が65歳以上



5
結果 :的がん経験者の交流の場♂Qの参加経験

㊨参加経験の有無 ㊨参加経験がある場 (n=416)

1ヽノ

)

2

3

性

35

性

42

女

T
T
男

T
T

n

∩

′一lヽ

(

0% 20% 40% 60% 80% 100%
囚あり 闘なし J無回答

◎過去に､lがん経験者の交流の場〟の参加経験が

ある者は8%(女性10%､男性5%)で､
｢患者のみのグループ｣が最も多かっだ｡

そ
の
他

患
者
･家
族
と
医
療
者

患
者
･家
族
向
け
講
演
会

患
者
の
み
グ
ル
ー
プ

6
病院内における的がん経験者の交流の場oQの

設置希望 と 参加希望

㊨設置希望 (n=4′932) ㊨参加希望 (n=4′932)

◎病院内における､lがん経験者の交流の場 〟について､
設置希望がある者は約75%で､参加希望がある者は60%であった｡



⑳設置希望 <性別> ⑳参加希望 <性別>

】｣ !ー ∃m !】 E- E

O% 20% 40% 60% 80% 100%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

因そう思う 団ややそう思う Jあまり思わない 国思わない J無回答

㊥設置希望 <年齢別> ㊨参加希望 <年齢別>

1--L- ≡ ! ≡ 】0%20% 40% 60% 80% 100%
75才-(n=59 1 )
0% 20% 40% 60% 80% 100%

凶そう思う 団ややそう思う ｣あまり思わない 幽思わない LJ無回答



㊨設置希望 <通院期間別>

0% 20% 40% 60% 80% 100%

㊨参加希望 <通院期間別>

全体

(n=4,932)

-1年
(n=1′452)

1-3年

(nニ1′204)

3-5年(n=775)
5 年 -

(n=1,169)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

因そう思う団ややそう思う Jあまり思わない 固思わない LJ無回答

㊥設置希望 <がん腫別>

･.

∵

∵
∵
∴

=∵

-

n

∩

｣⊥lt_!｣_.'

L _∴･･,･･tL∴こ‥_m:ll152かj

______皿.･.｣･i.(･

㊨参加希望 <がん腫別> 10

I.
:
.

I..
.;...:.

..
;:,
.
.

n

n‖

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凶そう思う 随ややそう思う iijあまり思わない 困思わない iJ無向答



ll
希望する的がん経験者の交流の場 ooのタイプ

㊥どのようながん経験者との交流を希望するか (n=2,967)

同じ病名

同じ治療

治療後の先輩

同じ年代

病名.年代･治療等

は問わない

以そう思う

圏ややそう思う

Jあまりそう思わない

固思わない

山無回答

0% 20% 40% 60% 80% loo‰

㊨｢同じ病名｣｢同じ治療｣｢治療後の先輩｣｢同じ年代｣の順に
多かっだ｡

⑳どのような時期にがん経験者との交流を希望するか

治療前 治療中 治療後

⑳がん経験者との交流を希望する
時期は､ ｢治療中｣｢治療後｣
｢治療前｣の順に多かっだ｡

国治療中 盤治療前中後 Lj治療後

団治療中後 u治療前 固治療前申

LJ治療前後 は無回答

㊨｢治療中｣｢治療前 ･中 ･後｣
｢治療後｣｢治療中 ･後｣の
順に多かった｡



⑳各時期にがん経験者同士で話してみたいこと (n=2′967)13

車 気持ちのもちかた

⑳ 医療者との付き合いかた

､1-3子どもに病気についてどのように

伝えるか
車野家族との関わり

-～S経済的なこと

畷 竃戦 車 親に病気についてどのように伝え___ るか
身体症状への対応のしかた

｡三二瓢日常生活上の工夫

警 竪 琴 遠 か "

･ ､ ∴ 仕事のこと

治療前 治療中 治療後 壷=その他

◎治療前>治療中>治療後:｢気持ちのもらかた｣｢医療者との付き合いかた｣
｢子どもに病気についてどのように伝えるか｣｢家族との関わり｣
｢経済的なこと｣｢矧こ病気についてどのように伝える力＼｣

◎冶療前<治療中<治療後:｢日常生活上の工夫｣｢仕事のこと｣

㊨各時期にがん経験者同士で話してみたいこと (n=2.967)
14

項目 治療前 治療中 治療後

･気持ちのもらかた 第1位 第3位 第4位

･医療者との付き合いかた 第2位 第4位 第3位

･子どもに病気についてどのように伝えるか 第3位 第8位 第8位

･家族との関わり 第4位 第6位 第7位

･経済的なこと 第5位 第5位 第6位
･親に病気についてどのように伝えるか 第6位 第9位 第9位

･身体症状への対応のしかた 第7位 第1位 第2位

･日常生活上の工夫 第8位 第2位 第1位

㊨｢気持ちのもらかた｣ ｢医療者との付き合いかた｣は､すべての時期
を適して上位だった｡

㊨｢子どもに病気についてどのように伝えるか｣は､治療前には上位
だったが､治療中 ･治療後は下位だった｡

㊨｢身体症状への対応のしかた｣ ｢日常生活上の工夫｣は､治療前には
下位だったが､治療中 ･治療後は上位だった｡



㊨どのような"がん経験者の交流の場''を希望するか(n=2,967)

無
回
答

医
療
者
も
参
加

患
者
と
家
族

家
族
の
み

患
者
の
み

㊨｢患者のみ｣ ｢患者と家族｣ ◎
｢医療者も参加｣の順に
多かった｡

15

闘体験を語り合う+体験談を聴く+医療者の話を聴く

因体験を語り合う

id体験談を聴く+医療者の話を聴く

因体験談を聴く

u体験を語り合う+医療者の話を聴く

国体験を語り合う+体験談を聴く

u医療者の話を聴く

tdその他

｣無回答

｢語り合う+体験談を聴く+医療者の
話を聴く｣ ｢語り合う｣ ｢体験談を聴
く+医療者の話を聴く｣の順に多かった｡

まとめ<中間報告>
16

㊨"がん経験者の交流の場〟の参加経験がある者は約10%で､
｢患者のみのグループ｣への参加経験が多かった｡

㊥病院内におけるIlがん経験者の交流の場 〟について､設置希望に
比較すると､参加希望は少ない傾向があった｡

㊨がん経験者との交流の時期は､ ｢治療中｣ ｢治療前 ･中 ･後｣
を希望する者が多かった｡

㊥がん経験者同士で話してみたいことは､治療 ･中 ･後の各時期で
変化していた｡

㊨llがん経験者の交流の場〟の参加者について､ ｢患者のみ｣
｢患者と家族｣ ｢医療者も参加｣を希望する者が多かった｡

㊨llがん経験者の交流の場〟の形態について､

｢体験を語り合う+体験談を聴く+医療者の話を聴く｣
｢体験を語り合う｣ ｢体験談を聴く+医療者の話を聴く｣
を希望する者が多かった｡
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匡画

がんは､日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されている｡こうしたことから､依然としてがんは国民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 (1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年総合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号｡以下 ｢基本法｣という｡)が平成18 (2006)年6月に成

立し､平成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための ｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画｣という｡)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院｣という｡)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登録の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られた｡

りかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの羅患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる申､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている.また､これまで重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めている｡

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに

1



するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (2012)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を一つの目安として定める｡

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 ｢協議会｣という｡)の意見を聴くことになっている｡また､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア､がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告藩が協議会へ提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めた国

民､医療従事者､医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣という｡)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会｣の実現を目指す｡

l第 1 基本方針l

l がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 目標とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する｡

2



また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課題

1放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている｡

日本では､胃がんなど､主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた0

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危倶され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要がある｡

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性療病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性痔痛の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても兼だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者-の研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケア-のアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケアを含めた在宅医療 ･介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3がん登録の推進

がん登録はがんの罷恵やがん患者の転帰､その他の状況を把握し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登録は平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登録情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である｡

4 働く世代や小児へのがん対兼の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡しているOまた､がんは40代より死斑の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である.

働く世代ががんに罷患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている｡

このため､働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮環がんといった女性のがんへの対策､がんに

羅患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である.

また､小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題であるO

医療機関や療育 ･教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが兼められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である0

線 3 全体目標】

がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に ｢がんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え､平成1

9 (2007)年度から10年間の全体目標として設定する｡

1 がんによる死亡者の減少

平成19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少｣について､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化している｡今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを目標とする｡

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の瞳減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性療病や､治療に伴う副作用 暮合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている｡

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 ･納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

いる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により､｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の維持向上｣を実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えている｡

このため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的 .社会的苦痛を和らげるため､新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより､｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする｡

第4 分野別施策と個別目棟

1.がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12 (2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が､一方で原発巣による予後の差は大きく､膝臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ6%､27%､29%と依然として低い現状にある｡

このため､特に日本に多いがん (肺 ･胃･肝 ･大腸 ･乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう｡)杏

策定し､キャンサーボー ド (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

う｡)などを整備してきた｡また､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた｡

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 ･治療内容､それに伴う副作用 ･合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォーム ド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている｡こうした医

師等への負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施米)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォームド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受癖の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する｡

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する｡

学会や関連団体などは､がんの治療計画の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつ､標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに､その利用実態を把握し､国内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて速

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援する｡

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう､

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボー ドを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し､安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各職種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 ･合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進する｡

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図り､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計画的な集約化を図る｡

○放射線療法の推進

園や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射線技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用 .合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する｡

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討する｡

○化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 ･認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 .合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制
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を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の高い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団体などと連携し､手術療法の成鴇の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施体制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔機能 ･衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の高い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別目標)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイドラインの整備など､手術療法､放射線療法､化学療法の更なる質

の向上を図るとともに､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成19 (2007)年

からeラーニングを整備し､学会認定専門医の育成支援を行っている｡また､

文部科学省では､平成19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている.その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 ｢国立がん研究センター｣という｡)などで､医療従事者を対象

10



として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っている｡

しかし一方で､放射線療法､化学療法､緩和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なっており､専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある｡

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法､化学療法､手術療法､緩和ケアなど､がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腫療学講座｣

や ｢放射線腰痛学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､国､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡また､医療機関でもこう

した教育プログラムへ医療従事者が参加しやすい環境を整備するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチュアルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれている｡

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施｣

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた｡

しかし､日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく､がん性痔痛に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛など､患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他､専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を継続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､国民の医療用麻薬への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

(取り組むべき施米)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性療病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を図り､緩和ケア
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チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 ･集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腫癌医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る｡

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性痔痛で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る｡また､精

神心理的 ･社会的苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携し､精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腰痛

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組むo

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充実とともに､必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努めるO

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 ･福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する｡

(個別目模)

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術妄習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とする｡

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 .精神心理的 .社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目標とする｡

(4) 地域の医療 ･介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制については､がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24 (2012)年4月現在､397の拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は68%となっている｡

しかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡また､拠点

病院は､2次医療圏に原則1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に機能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の間でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない｡
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 ･介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 .介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 ･介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に､市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 ･介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められている｡

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 ･支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき､切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サービスを受けられる体制を実現するよう努める｡ま

た､国はこうした取組を支援する｡

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 .介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別目標)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする｡
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また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サービス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品 ･医療機器の早期開発 t承認等に向けた取組

く現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品 ･医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる ｢ドラッグ.ラグ｣｢デバイス ･ラグ｣
が問題となっているO

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品 ･医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2007)辛)､｢新たな治験活性化5力年計画｣

(平成19 (2007)年)､｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣(辛

成20 (2008)年)に基づき医薬品･医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬 ･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必要性を判断し､企業へ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団体等から平成21 (2009)年当時､未承認薬

のみならず､適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である｡特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ ･ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やCRC (臨床研究コーディネーター)等の人材育成に努める｡
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 ･ナ

ショナルセンター等の人材交流を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未承認薬 ･適応外薬の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未承認薬 .適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認 .適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと認められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う｡また､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未承認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても､保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお､がんを含め､致死的な疾患等で他の治療法がない場合に､未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

従前からの議論を継続する｡

希少疾病用医薬品 ･医療機器について､専門的な指導 ･助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､臨床研究 暮治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して臨床研究 .治験に関する適切な情報提供に努める｡

(個別目標)

医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承認等に向けて､臨床研究中核病院 (仮称)

の整備､pMDAの充実､未承認薬 ･適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を一層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有
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効で安全な医薬品 ･医療機器を迅速に提供するための取組を着実に実施するこ

とを目標とする｡

(6) その他

く希少がん)

(現状)

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､様々な

臓器に発生する肉腫､口腔がん､成人T細胞白血病 (以下 ｢ATL｣という｡)

など､数多くの種類が存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする

医師や施設も少ないことから､診療ガイドラインの整備や有効な診断 ･治療法

を開発し実用化することが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する情報

も少ない｡

(取り組むべき施策)

患者が安心して適切な医療を受けられるよう､専門家による集学的医療の提

供などによる適切な標準的治療の提供体制､情報の集約 .発信､相談支援､研

究開発等のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等

も参考にしながら検討する｡

(個別目標)

中間評価に向けて､希少がんについて検討する場を設置し､臨床研究体制の

整備とともに個々の希少がんに見合った診療体制のあり方を検討する0

く病理診断)

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある｡

(取り組むべき施策)

若手病理診断医の育成をはじめ､細胞検査士等の病理関連業務を専門とする

臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を補助する新たな支援の

あり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理診断などの連携体制の

構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断や細胞診断の均てん化

に取り組む｡

(個別目棟)
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3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡

くリハビリテーション)

(現状)

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の嘆下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い､次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている｡

(取り組むべき施策)

がん患者の生活の質の維持向上を目的として､運動機能の改善や生活機能の

低下予防に資するよう､がん患者に対する質の高いリハビリテーションについ

て積極的に取り組む｡

(個別目標)

拠点病院などで､がんのリハビリテーションに関わる医療従事者に対して質

の高い研修を実施し､その育成に取り組む｡

2. がんに関する相談支援と情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者とその家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきたDさらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア･サポー ト)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつあるO

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している申､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影
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響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

国 ･地方公共団体 .拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支援

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団体､企業等の力も導入

したより効率的.効果的な体制構築を進める｡

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内 暮院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィー ドバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取組を支援する｡

拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア ･サポー トを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア･サポー トをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

PMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報提

供を行う｡

(個別目標)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共Efl休､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 ･合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡
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3. がん登録

(現状)

がんの寝息数や羅患率､生存率､治療効果の把握など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登録は必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施され､平成24 (201

2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録へ

の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると推定されている｡平成23 (201

1)年5月､国立がん研究センターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公

開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数も平成19 (2007)年35

万件から平成22 (2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過剰な負担となっていること､地域がん登録は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民への還元)が進んでいないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施策)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させる｡また､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討する｡
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国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析･発信､地域 ･

院内がん登録の標準化への取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別目標)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの羅患数や罷患率､生存率､治療効果等

を把握し､国民､患者､医療従事者､行政担当者､研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする0

4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある｡特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品への注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2010)年10月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､ 1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行った｡

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (2010)年)と増加してい

る｡
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受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16.9% (平成

20 (2008)辛)､医療機関は13.3% (平成20 (2008)年)とな

っている｡一方､職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れている｡また､家庭で日常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50. 1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌への感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされているO例えば､子宮頚がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 ｢HPV｣という｡)､肝がん

と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT細胞白血病ウイルス1型(以

下 ｢HTLV- 1｣という.)､胃がんと関連するヘリコバクタ- .ピロリな

どがある｡この対策として､子宮現がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV- 1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等については､ ｢21世紀における国民健康づくり

運動｣等で普及 .啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させるo具体的には､様々な企業 暮団体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された ｢新成長戦略｣の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進める｡

感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮預がん予防 (H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン揺

23



種の方法等のあり方について検討を行う.また､引き続き子宮現がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行う｡HTLV-1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ピロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の日本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡

(個別目梯)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を目標とする｡さらに､受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､職場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32 (2020)年までに､受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする｡また､家庭､飲食店については､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とする｡

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣､ ｢野菜と果物の摂取量の増加｣､ ｢塩分摂取量の減少｣等を目

標とする｡

5.がんの早期発見

(現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携
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促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮預がん･乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及啓

発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針

以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行う｡

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

るoさらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診
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を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的 ･効果的な施策を検討する.

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める｡

(個別目標)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 ･事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50% (胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮現がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6.がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年給合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業省など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている｡
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しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要がある｡また､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創薬

や機器開発をはじめとして､有効な診断 ,治療法を早期に開発し､実用化する

ことが求められている｡

また､基礎研究､臨床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門

の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 ･設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的･一体的な推進が求められて

いる｡

この他､全てのがん研究に関して､その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグ ･ラグとデバイス ･ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を統合･調整する体制や枠組みを整備する｡

また､日本発の革新的な医薬品 暮医療機器を創出するため､がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-human試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試
験をいう｡)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進する｡

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図る｡

固形がんに対する革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入
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と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断･治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう｡)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等へつなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る｡

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより､日本人のが

んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

また､実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対して継続的に支援する｡

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線 ･化学物質等の健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防.検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ .レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする
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がん研究に関する人材の戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目標)

国は､｢第3次対がん10か年総合戦略｣が平成25 (2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を僻轍し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学的研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 ･治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ

て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なく､乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されているD

また､強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 .発達障害､内分泌陣等､臓器障害､性腺障害､高次脳機能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 ･就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡
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(取り組むべき施箕)

小児がん拠点病院 (仮称)を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

るo

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､患者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留

まり､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 ･発信､診療実績などのデータベースの構築､

コールセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連

携､臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別目標)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な機関の整備を開始することを目標とする｡

8.がんの教育 ･普及啓発

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば ｢がん検診50%
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集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつある｡

(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する｡

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者､国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民への普及啓発について､国や地方公共団体は引き続き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 ･情報提供機能を強化するとともに､民間団体によって実施さ

れている相談支援 ･情報提供活動を支援する｡

(個別目梯)

子どもに対しては､健康と命の大切さについて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とするO

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに寝息してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡
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患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても､患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする｡

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに雁患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率

は57%であり､がん患者 ･経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多い｡

一方､がん患者 ･経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多い｡例えば､厚生労働省研究班によると､がんに罷患した勤

労者の30%が依願退職し､4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とから､就労可能ながん患者 .経験者さえも､復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また､拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポー トに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念される｡

(取り組むべき施策)

がん以外の患者へも配慮しつつ､がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 ･がん患

者やその家族 t経験者に対する情報提供 ･相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施するo

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の軽減策については､引き続き検
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討を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある｡

(個別目標)

がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 .経験者に対す

る理解を進め､がん患者 ･経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて､抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目標とする｡

第5 がん対策を絵合的かつ計画的に推進するために必要な事項

1. 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策の推進に当たっては､国､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要である0

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25 (2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣(以下 ｢都道府県計画｣という｡)の見

直しを行うことが望ましい｡

なお､見直しの際には､都道府県のがん対策推進協議会等へのがん患者等の

参画をはじめとして､関係者等の意見の把握に努め､がん対策の課題を抽出し､

その解決に向けた目標の設定及び施策の明示､進捗状況の評価等を実施し､必

要があるときは､都道府県計画を変更するように努める｡また､国は､都道府

33



県のがん対策の状況を定期的に把握し､都道府県間の情報共有等の促進を行う｡

都道府県計画の作成に当たって､国は､都道府県計画の作成の手法等の重要

な技術的事項を助言し､都道府県はこれを踏まえて作成するよう努める｡

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

体は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた寅民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおり､がんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け

るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

◎ がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

◎ がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること｡

◎ がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､都

道府県のがん対策推進協議会等のがん対策を議論し決定する過程に参加

し､がん医療やがん患者とその家族に対する支援を向上させるという自覚

を持って活動するよう努めること｡
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◎ 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可

欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること｡

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化 .重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である｡

一方で､近年の厳しい財政事情の下では､限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係府省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図る0

6. 目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の兼定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する｡また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い､施策の進捗管理と必要な見直しを行う｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行う｡この際､個々の取り組むべき施策が個別目標の達成に向けてどれ

だけの効果をもたらしているか､また､施策全体として効果を発揮しているか

という観点から評価を行い､その評価結果を踏まえ､課題を抽出し､必要に応

じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗状況を適宜把握し､施

策の推進に資するよう必要な提言を行うとともに､必要に応じて専門委員会等

の積極的な活用を行うこととする｡
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7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があると認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められている｡計画期間が終了する前であっても､がんに関する状況の変

化､がん対策の進捗状況と評価を踏まえ､必要があるときは､これを変更する｡
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現 状

現行のがん対策推進基本計画において､全体目標とともに分野別施策毎に個別目標

及び参考指標が設定されている｡しかしながら､これらは､人材や設備の充足度など

構造に関するものが多く､活動の内容やその活動による成果に関するものが少ないO

また､個別目標の達成及び参考指標の把握と､各分野別施策における課題解決や

全体目標である ｢がんによる死亡率の減少｣ rQOL向上｣との関連が明確ではないと
指摘されている｡

対応方針

各分野別施策の骨子毎に､各分野別施策における課題解決に向けた､活動の内容や

その活動による成果に関するものを含む適切な指標を設定し､がん対策の進捗を

把握するとともに､定期的にがん対策推進協議会に報告を行う｡

なお､既存の調査等では把握できない指標につし1ては､必要性及び優先性を踏まえて

開発を進める｡
1
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全体目標と各分野別施策との関係図
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き考117糾3

がん対策指壕に関する委員からの意見のまとめ

や 死亡率減少を目的としているがん検診については､受診率だけではなく､
検診そのものの制度や検診体制など効果的･効率的ながん検診を実施できる

環境面の改善も指標とするべきでないかと考える｡そのため､科学的根拠に

基づいた検診実施機関の状況､検診実施機関の均てん化の状況､各がん検診

の偽陽性率なども指標として必要ではないか｡(北岡委員)

◆ がん診療の質の向上の底上げを図るために､これまで国指定がん診療連携
拠点病院のみが対象であった現況報告を､都道府県指定がん診療拠点病院に

まで拡大し情報収集してはどうか｡

◆ 現状は5大がんのみしか収集し七いない指標があるが､対象を希少がんに
まで拡大してはどうかB

や 標準治療の実施率や患者満足度調査などを指標として､がん医療の質の評
価を組み込んではどうか｡また､患者満足度調査を指標として､がん情報の

有用性を評価してはどうか｡ちなみに､患者満足度調査は受療行動調査を参

考とし､対象には国指定､都道府県指定がん診療連携拠点病院を必ず含むよ

うにするoまた質の評価は､レセプト､DPCデータなどで採取可能な項目

とする｡

◆ がん情報をさらに有益なものとするために､拠点病院の情報 (がん種別症
例数などの量的情報､QI､CI)などを充実させる必要がある｡

ヰ 小児がん領域に特化した指標として､小児がん専門委員会報告書にも記載
のある､(か小児がん拠点病院への小児がん患者の集約化､②診療ガイドライ

ン及びフォローアップガイ､ドライン提示とその効果､③死亡率の減少､④患

者･家族の満足度向上.⑤小児がんセンターの機能評価､⑥小児がん拠点病

院05機能評価の6つの指標を設定してはどうかo(以上､原委員)

◆ 国ならびに地域緩和ケアの普及に対する目標設定､達成状況の客観的評価
を行うため､在宅死率を正規のがん対策指標 (現行では参考指標となってい

る)とILて用いる｡

IL 糾 ケアを専Fちとする診療所を中心とした･地域轡 ケア- ムく仮称,
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の数をがん対策指標に用いるD(以上､川越要員)

や ｢がん対策指標に対する委員からの意見のまとめlには記載のない指標に

ついても.例えば戦略研究などで報告している｡全国的､経年的な指標につ

いては国が体制を組んで取り組むべきO(江口委員)

や 医療人の最終目標は患者の社会復帰であり､社会に復帰するための指標を
入れて欲しい｡(嘉山委員)

◆ 現行の基本計画では量的な充足が中心だったが､今回の見直し計画では質
的な指標を期待するb(本田委員)

や 医療システムの中で､人材や設備の充実度などストラクチャーに関する指
標､医療行為 (例えば検診率)などプロセスに関係する指標､そしてアウト

カムに関する指標があり､これらの上にがん対策があるといった､がん対策

の進捗状況が一日で分かる資料が欲しい｡(直島委員)

+ 今回の多くの提言の中で整備の充実､体制の充実､医療従事者の不足など
が指摘され､それらの改善目標が提言されているが､これらの課題に対する

人的及び資金的援助を明確に指標として捉える方策を検討することDこのこ

とは費用封効果の面だけでなく､社会的にも医療分野における雇用対策とし

ての位置づけからも重要である｡

◆ がん検診の有効性の観点として､従来の検診率に加え､医療機関朱受診者
のがん検診率､就業年齢時期における検診率を指標として加える｡(以上､

上田委員)
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l参考資画

ピア.サポーターに関する

取組について

平成25年1月18日

健康局がん対策･健康増進課

ピア･サポーターの育成について

がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業

(事業概要)

がん患者やその家族が行うピアサポーターなどの相談員に対し､相談事業に関する
基本的なスキルを身につけるための研修を行うにあたり､全国における相談事業の均
てん化を図るため､研修プログラムの策定を実施する｡

(創設年度)
平成23年度

(予算)

平成23年度 約4900万円
平成24年度 約4900万円

(委託先)

公益財団法人日本対がん協会
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が ん 絵 合 相 談 に携 わ る者 に 対 す る研 修 プ ログ ラム 策 定 事 業 ス ケ ジ ュー ル と内 容

2011年下期 2012年上期 2012年下期 2013年上期(予定) 2013年下期(予定)

[≡芸芸〉
リ志芸ラム

上級編 (仮

がんピアサポーター編纂 定 がんピアサポータ一編評 価

FH Jl

がんサロン編内容審議 がんサロン編策定 .評価

上級編 (仮

評価委員による 称)内容審議 蘇)策定.評価評価委員による評価委員による

評価 評価 評価

i 一一妄 言司｢がんビアサポータ璃 がんサロン編 上 級鰍 仮 称)

対象と 初めて学ぶ方を対象に､ピア ピアサポーター編を学ばれた方や､ ピアサポーター編やがんサロン

内容 サポートに関する基本的な内 同程度の経験を有する方を対象に､ 編を学ばれた方や､同程度の経
容や､守るべき事柄について より踏み込んだ内容や､がんサロ 験を有する方を対象に､ピアサ

理解しやすい内容とする｡ ン等におけるフアシリテートについ ポーターのスーパーバイズや､
ても触れる内容とする｡ ピアサポーター研修の指導にあ

たって必要な内容とする｡

教材 テキストやDVD､研修の手引き等を作成する｡webによる素材配布や､eラ-二ングの活用も考慮す雪8

がん抱合相談研修プログラム策定事業 研修プログラム (がんピアサポーター毎)スケジュール

■-

8月28日(火)- □研修プログラム(テキスト及び研修用DVD)がんピアサポータ一編β版(試行版)研修実
9月18日(火)
【第1期応募】 施先の公募

<公募方法>

9月25日(火)-
10月9日(火)
【第2期応募】

9月11日(火)

9月30日(日)

12月10日く月)

12月17日(月)

12月中

平成25年1-2月

◎ 弊会HPに8月28日に掲載 募集要項および応募用紙

◎ 郵送で案内.

･397がん診療連携拠点病院がん相談担当者宛
･47都道府県のがん相談担当主管宛
･日本対がん協会グループや患者団体などにも郵送予定(8月未-)

E)運営委員会及び事務局で応募のあったEZl体等から研修先を選考し､実施のための
｢研修の手引き｣とともに､テキストや研修用DVDなどを送付｡

□研修プログラム(テキスト及び研修用DVD)がんピアサポータ一編β版(試行版)研修実

施先の公募

□がん総合相談研修プログラム評価委員会 -研修テキスト及び研修用DVDβ版の評価

□ 東京･大阪でシンポジウム開催 -参加者からの意見集約

□ 各研修実施団体における研修実施の終了

□ 各研修実施団体より ｢研修会報告書｣および｢研修プログラムに対する意見｣の提出

□ 各研修実施団体より提出された｢研修会報告書｣および｢研修プログラムに対する

意見｣､評価委員会およびシンポジウムで提出された｢意見｣をもとに､運営委員会に
おいて研修プログラム(テキストおよびDVD)の改善案を討議｡

□ 研修プログラム(テキスト及び研修用DVD)がんピアサポーター編の正式版策定 4



ピア･サポーター育成事業等に関する都道府県の取組
都道府県名 事兼名 事兼内容 国の補b]予Jl鎖(千円) 実施主体

北海道 育 9,600 助先

書森 蘇 2.061

宮城 育 4.978 託先育 52D 托先

育 959 県
秋田 育 1.548 '田県がん患者団体

終協雑会

茨城 ● 2.832 城県f蛙協会

東京 {ん患者療養支援事業 蘇 1,296 点病院

神奈川 人と協也で実施 ■ 3.170 PO法人キャンサー

千葉 育 6,500の一部 託先

群馬 育 SOD 県

t山 育 400 礼

山梨 られる体制の亜麻 育 1.745 県支部(山梨爪健康管理事兼BZl)

有 213 県

岐阜 成 育 9,602 礼.委耗先

静岡 張よろず相談 育 985

蓋暮座の朋催 有 898

滋父 `力 ､ 育 600 助先

者達府県名 事兼名 書#内容 EIの補助 予井魚(千円) 実施主体

奈良 ②相放支援強化事兼 杏 1.342 A.

A取 育 405 県

A根 見交換会の開催 無 1,659 県

育 7.000 県.妻FE先

岡山 育 1,828 釈

広島 { { - 育 3.400 フレンドコール｣委託先患者団

｢がんネ外｣礼

山口 患者会との連携事兼 研修会を開催する. ■ 571 釈

徳島 育 200 PO法人AWA
{ん対策事金

愛嬢 兼等に助成する. 育 6,290 pO法人愛嬢がサポートおれんじの会

価. 育 2.070 託先

佐架 右 6,825 pO法人クレフサポート

L熊本 育 3,4ー2 県

宮崎 育 316 王毛先

鹿児島 育 572 託先

沖縄 有 ll,000 託先

育 10,760 託先 6育 10,760 託先 6



ピア･サポーター育成事業等に関して良かった点

ピア･サポーター育成事業等に関する課題
拠点病院からのtk報r=よると.ピアサポート関係で使用できるスペースが限られ.活動に支Ptが生じたことがあったとのこと｡

ピアサポート研捗プログラムもない中,手探りで進めている状況だが,研鮒 ､らは鯛 的な研体を亜む声が多くそれにどこまで対応できるか不安な面もある｡ビ
アサボ-… 育成する指事者の榔

ビヱ堂ポート研修会の受gt者を… しい｡

相即 の文の帆 ｡ヽ
制榔 申びなし､｡

他gLの好暮例等lこついて救云て欲しい｡

同で集 樵lているビアサボ秘 書成研NEO)プログラムがなかなか示されないため 4

PUG.の兼計楕黒の捷供などを含めて.各自治体の取組に対する支援をお廉いしたい｡

戚書生がⅦ姐され工しさると患われる｡本アンケート

ピアサポーターの拠点病院への派並につ心ヽては､病院側で外部の者縄 lナ入れることr=耗杭があるため､あまり進んでいない｡

相餅内容に応じた他部書･他朋 (用談重恥 ンター 医療杭■者 地域における轟音同比事)との壮み分けが難しいのではないか｡

ピアサポート研#書兼の新規受iX者が漉少している｡

患者田仲の支援r=ついては､公平性の規点から､支援する点者Eg榛の選定が難しいと思われる｡

研修実施がボラ:ノティアベースで湖 1て㌦ヽる兵書団体の■佃になっている｡
ビアサポーケーが使卿

粥 内容については､あまり桝 を多くしてハーザルを上げず､既に世話人として活荏している方の捌 く方が｢自分にもできそうだJと思ってもらえて良いのではないか｡受沈着は
*まりにくいので 広竜≡旺算を活用している｡

巷加者のEEl定化

県内にはNPO等の患者団体がないため､拠点病院で活動を行ってもらうことを憩定しているが､ピアサポーターの･
の指定軍件にピアサボ珊 ナるなど,相比重… 能としての位fr付けを検討してほしい｡

的旦櫨へのフォロー等ができておらず,今後の対応が課規となっている.
主用･育成ノrjハr)が無札､ことから,今後,ピアサポートを充実させる上で.その手法等が課題と考えている｡

租汲Jtの研#や和ヨ
ピアサポート人材の

H23年度にピアカウンセラーの養成に向けた研修を実施したが,研妹終了後の活jtするiA所の確保がヨ雄であった｡

g!倖受秋着が､毎年､鳩麦の舌に限定されている｡

研俸受講券S!者が地 上｡

ピアサポートについては､井をどう担保するのかが殊榎｡

たが可能となる斗を設定するよう意見があった｡

研#受抹香については､従来から活動している患者Eg]体からの参加が多いが､皇幽 経験･相横技術に差があるため.研従量の

しても占うのr=苦労している｡拠点病院

について不落が寄せられることもあるb



ピア.サポーターの充実に向けた論点案

ゼア･サポーターに期待される役割は何か｡

･研修プログラムを充実させるためには何が必要か｡

･研修参加者を確保するため､どのような工夫があるか｡

･研修修了後の実務経験の場をどのように確保するか｡

･研修修了後にどのようなフォローアップが必要か｡

･患者団体に期待される役割は何か｡

･医療従事者に期待される役割は何か｡

･まず､早急に解決すべき課題は何か｡



天野委員提出染料

がん総合相談に携わる者に対する
研修プログラム策定事業

-ピアサポーターを対象とした研修一

がん総合相談に携わる者に対する

研修プログラム策定事業 運営委員会

委員長 天野 慎介

がん盤台相談に携わる者に対する研修プログラム集走事業の概要

■事業の目的

都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し､患者･家族らのがんに関す
る相談について､心理･生活･介護など様々な分野に関する相談をワンストップで提
供する体制を構築するにあたり､がん患者又はその家族の方がピアサポーターなど
の相談員に対し､相談事業に関する基本的なスキルを身につけるための研修を行
うための研修プログラムを策定し､全国における相談事業の均てん化を図ることを
目的とする｡

■事業の内容

1.研修プログラムの策定等

医療関係者､カウンセラーなどの有識者やがん患者団体等の当事者による｢研
修プログラム策定委員会｣を設置し､がん患者やその家族の方などが行うピア
サポートに必要なスキルを身につけるための研修プログラムを策定の上､実際
に試行的な運用を行うことにより､検証及び必要な改善を行う｡

2.研修プログラムの周知

研修プログラム策定委員会により策定された研修プログラムを報告書にまとめ､
国に提出するとともに､各都道府県に配布し､かつ､説明会の開催やホーム
ページ等により周知を図る｡

2 (研修プログラム策定事業委託兼交付要綱より)



がん絵合相談に携わる者に対する研修プE]グラム 運営委員会

委員長 天野 慎介 NPO法人グループ･ネクサス 理事長
委 員 明智 龍男 名古屋市立大学大学院医学研究科
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精神･認知･行動医学分野 教授

群馬県立がんセンター 精神腫癌科.総合相談支援センター

東京医科歯科大学医歯学融合教育支援センター 特任助教

NPO法人 HOPEプロジェクト理事長
NPO法人 愛媛がんサポート おれんじの会 理事長
国立がん研究センターがん対策情報センター センター長

がん絵合相談に携わる者に対する研修プログラム 評価妻員全委員名簿

委員長 小川 朝生 国立がん研究センター東病院
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委

委

委

委

臨床開発センター精神腫癌学開発部 室長

千葉県がんセンター 精神腫癌科 部長

静岡県立静岡がんセンター研究所 患者家族支援研究部 部長
名古屋市立大学大学院人間文化研究科 研究員

武蔵野大学人間科学部社会福祉学科 准教授
NPO法人支えあう会｢α｣副理事長
NPO法人 ミ-ネット理事長
聖徳大学心理･福祉学部心理学科 専任講師

(敬称J6､50青原)

公開シンポジウム｢考えよう!がんピアサポート研修プログラム l(2012年9月)

≡ :ち了 ･ 軍 ▲ ●- t∴ ∴ :'` ･
がんビアサポート研修プログラ ム = …

(シンポジウムのポスター) (ホームページでのシンポジウムの動画配信)
･ ピアサポートの現況やあり方に関して患者や医療者の皆さまより意見を集約

･ ピアサポートや研修プログラムに関する各地での多様なあり方やニーズが明らかに

4



ピアサポートの例イ千葉県がんセンター[患者相談支援センタ-)

(ピアサポーターによるがんサロン) (ピアサポーターによる相談スペース)

･看護師､MSW､ピアサポーターが連携してがん患者や家族に対する支援を行う
･ 県主催による研修を受けたピアサポーターが参加する､がんサロンを院内で開催

5

(医療法人豊田会刈谷豊田総合病院でのピアサポーター相談会)

･ 医療機関と連携し､院内ロビー等のオープンスペースなどでピアサポート活動を実施
･ NPO法人主催による､およそ90時間の研修を受けたピアサポーターが相談対応

6



ピアサポート研修の例(沖縄県地域統括相談支援センター)

('.rrTてT/{TJー一丁

20即 日29I L 』

+r1■P)Il亡>▼■-ト■一■◆■trttヾ■■､■■■■T.111■
崩 糊 :Tei:i

= :== = ｣ .監 ･一- -

邑盗語と,I-h-:コL三コ
(研修会のチラシ) (フォローアップ研修会の様子)

･ 2011年にピアサポーター研修会､2012年にフォローアップ研修会を実施
･座学やロールプレイ､講師はピアサポート経験者や医師､看護師､臨床心理士など

7

がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業 スケジュールと内容

2011年下期 2012年上期 2012年下期 2013年上期(予定) 2013年下期(予定)

_- がんビアサポーター岳 がんサロン編 上級鰍 倣 弥 )

対象と 初めて学ぶ方を対象に､ピア 初級を学ばれた方や､同程度の経 がんピアサポーター編･がんサロ
内容 サポートに関する基本的な内 験を有する方を対象に､より踏み込 ン編を学ばれた方や､同程度の

容や､守るべき事柄について んだ内容や､がんサロン等におけ 経験を有する方を対象に､ピア
理解しやすい内容とする｡ るフアシリテートについても触れる サポーターのスーパーバイズや､

内容とする｡ ピアサポーター研修の指導にあ
たって必要な内容とする｡

教材 テキストやDVD､研修の手引き等を作成する｡webによる素材配布や､eラーニングの活用も考慮する｡



研修プログラム(初級麗･B版)研修テキスト目次

&｣基豊艶臣

ピアサポートとは何か?1)ピアサポートの定義
2)ピアサポートの重要性と意義
(1)ピア(仲間)が支援することの意義
(2)がんによる体験の共有
①治療のこと
②気持ちのこと
③生活のこと
(3)｢体験を共有し､ともに考える｣ことの意義
①安心感を持ってもらう
②体験に基づく情報の提供
③仲間との出会い
④自信の獲得
3)ピアサポートの限界

4)ピアサポーターの活動内容､活動の場
(1)ピアサポートの活動内容

(写)ピアサポーターの活動の場所
(3)記録の取り方
5)ピアサポートにとって大事なこと
(1)ピア(仲間)を大切にする
(2)ピア(仲間)の求めていることを考える
(3)個人情報を守る
(4)医療行為に関する内容に踏み込まない
(5)ピアサポーターの影響と責任を考える
(6)活動を振り返り､スキルアップを図る

プログラム(

6)より良いコミュニケーションのために
1)話しを聞く際に配慮すること
(1)服装
(2)あいさつ､自己紹介
(3)個人情報の保護について
(4)座り方･視線
(5)言葉以外のメッセージにも配慮しましょう
2)ピアサポートに役立つ会話のヒント
(1)よく聴いていることを伝える
(2)自由に答えられる質問の効果

顔)知っておきたい基礎知誰

1)ピアサポーターが知っておくとよい地域の情報
(1)がんに関するあらゆる相談ができる窓口
｢相談支援センター｣
(2)孤独感や不安に対応してくれる
｢がんサロン｣｢患者会｣
(3)お金に関する悩みへの対応
(4)日常生活に関する悩みへの対応
(5)仕事に関する悩みへの対応
2)医学的知識(がんの基礎知識)
(1)がん診療の流れ

(2)各種がんの基本的知識
Q)胃がん
②大腸がん
(卦肺がん
④乳がん
(9肝がん

(3)がん治療の3本柱(手術､放射線､薬物)
(D手術療法
②放射線療法
③薬物療法

(4)精神腫癌学について
①サイコオンコロジー(精神腫癌学)とは
(参がん患者の心理的反応一通常反応
③がん患者の精神症状の頻度
④がん患者の自殺一一うつ病の見過ごし
⑤心のケアについて相談するには
⑥専門家による心のケア

(5)緩和ケアについて
①緩和ケアとは
(診緩和ケアを受ける時期
③緩和ケアを受けるには

(6)臨床試験と先進医療制度について
①臨床試験(治験)とは
(多種類と段階
(参利点と不利な点

10

テキスト目次 (続き

④情報の集め方
⑤臨床試験に参加するには
⑥先進医療制度とは

(7)補完代替医療について
①補完代替療法とは
②情報を集めるには
③有効性と安全性の評価 ･
④必ず担当医に相談しましょう
⑤科学的な証明と効果は?

[模擬相談(シナリオ)】
DVD順団

1)ピアサポートにとって大切なこと
(1)相談者を大切にする
(2)相談者の求めていることを意識する
(3)個人情報を守る
(4)医療行為に関する内容に踏み込まない
(5)ピアサポーターの影響と責任を考える
(6)活動を振り返り､スキルアップを図る
2)より良いコミュニケーションのために

①相談に来られた方を受け止める
②話に耳を傾けること
③自分の体験を話す
④最終的に判断をするのは相談者自身
⑤医療･福祉の専門家への紹介



がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業 ホームページ

がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業

什~ⅦーHr三言-…半日一ふ報
√J最新情報

･ご*九･お市い合bせ

-｢き入hてくだきい
監詞

-ついていろずピアサポート1垂触 よリ
It.■dr･一･■■■■一･~-･-･ニ=三fえようldんビアサボ-柑I■プログラム

情熱的な医師にリードされ

24人の参加者が初めての体験 !

今年度のrがん鑑含柑托I=携わる者に対する研修プ

ロクラム兼冨亨乗｣では9月にプログラムの試行版(β

価)を公開ノ､r研ほプログラムlこ対する評価を得ること｣

を主な目的として句f幡会を開催する屈す精 を公募しまし

た｡

2回に渡る公募の結果15団体が終 1馳 ''研帽
を冥略しました(応募 実施団休一覧参照)｡
そのうち､2.32年12月1･2両EII=和歌山市で開催され

たrNPC6五人し1ぎいき和歌LLJがんワポート｣(以下､いき

いき手昭七山)の研ほ風景と受講者の声を紹介します｡
(取材策定事業ウ一手ノク･クループ 竹内義朗=プリ-iI/フライ勺一･)
運営委員会(月1回程度開催)や評価委員会(年3回程度開催)の議事録等の公開
ピアサポートに関する研修プログラムや各地の事例に関する情報の公開
2012年9月に研修プログラムへの意見集約のための公開シンポジウムを開催
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愛知県下11のがん診療連携拠点病院等における

院内ピアサポー トに関する調査報告

-がん相殴連携の現状 ･隈想 ･今後に向けての提案-

【閏査者 】
NPO法人ミ-ネット理事長 花井美紀 (厚生労働省がん対策推進協議会委員)

名古屋市立大学大学院人間文化研究科研究員 大野裕美 (調査分析者)

1.園窓韓震

1)目的

院内ピアサポートにおけるピアサポーターと相談支援室のがん相談連携状況を明らかにすること

で､今後の相談支援体制の充実につなげる要素を提示する0

2)対象医療機関 (院内ピアサ錦-ト噂入頗)

名古屋記念病院･名古屋医療センタ一 ･一宮市立市民病院･愛知県がんセンター中央病院･藤田

保健衛生大学病院 ･春日井市民病院･刈谷豊田総合病院 ･名古屋披済会病院･安生厚生病院 ･公

立陶生病院･小牧市民病院

以上愛知県内11のがん診療連携拠点病院

3)陵内ピアサポート薬園団膝 NPO法人ミ-ネット(名古屋市)

4)方洩 アンケート調査

5)期間 2012年 12月17日～2013年 1月 10日

6)有効回答率 100%(N=11)

2,焼肉ピアサポー トの概要 (※2012年1月/8病院-4月/11病院に増加)

1)院内ピアサポー トの回数 月平均 15.6回 (年間総数 187回 )

2)ピアサポーター数 月平均61.3人 (年間総数 延べ 736人 )

3)相談数 (利用数) 月平均98.4人 (年間総数 1,181人 )

※2012年 1月～12月の実績

4)ピアサポートの方法

①1院1巨は～5名のチームで実施ol対1の面談方式で､外来ロビーなどに設けられたピアサ

ポートブースにおいて傾聴 ･相談支援をおこなう｡
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②開始前､開始後にミーティング.病院には､対応件数と概要を報告 (個人の特定はしない)O

実施団体内部では相談対応記録の提出が義務付けられている (安全管理と質の向上を目的

とする)｡

3.ピアサポーターの常食

1)対象 :がん治療体験者 ※一部､患者家族

2)ピアサポーター養成講座 (90時間/約 1年間)及び院内ピアサポー ト実習5回の修了者で修了

試験に合格した者

3)養成プログラムの概要

①ピアサポー ト概論 ②傾聴の手法などコミュニケーションスキル ③がん種別がんの基本

知識 ④ピアサポー トの相談対応基準 ⑤がん種別ピアサポー ト相談対応事例検討 ⑥がん

種別 ･相談対応ロールプレイ ⑤名古屋市がん相談情報サロンおよび､がん診療連携拠点病院

等でのピアサポート実習

※参考 L.院内ピアサポー ト風食

※以下､調査分析者 大野裕美

4.闘査鰭県サマリー
>院内ピアサポートの評価は高く病院側の期待に応えるものであった｡

> オープンスペースで院内ピアサポートを行うことは､ほぼ全病院が好ましいと捉えており､

今後の望ましい活動場所は外来ロビーであったO

> ピアサポーターの教育訓練は全病院が必要であると考えており､｢がん体験から得た療養生活

に必要な当事者情報の伝達｣をスキルとして望んでいたo

> ピアサポーターの教育訓練として最も必要なスキルは､｢傾聴｣と ｢守秘義務などの個人情報
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保護｣であり､rがんの医療知識｣はある程度必要なスキルとして望んでいたo

> 院内ピアサポートによるがん相談連携として､実際に月間1-5件の患者滞介が両者間で行わ

れていたO

> 院内ピアサポートの役割は医療サポートを補完する役割として期待されていた0

5.闘査飴県分析

5ll.回答者属性

回答者の属性

回答は､ピアサポー ト活動の院内実施担当部署 (主

にがん相談支援室)に所属する職員に依頼したO

5-2.院内ビアサポートに関して

(かどアサポートの周知に関する事項

院内ピアサポートの周知度

済職員間 済患者

周知されていない d

あま｡周知されていか 趨 (1)

職員間に比べて患者-の周知のほうが進んでいる｡

ピアサポートの広報 (複数回答)に関しては ｢案内の院内掲示Jが最も多く､職員間46% (9)､患

者 38% (10)であったO
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②院内ピアサポート導入に関する事項

ピアサポー ト導入の理由

. ∴ 十̀ 一

その他の回答内容として､｢ピアサポーターからの提案｣､rがん患者支援団体と連携協力

ビアサボ-ト導入にあたっての期待 (自由田近からの故酔)
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まだわから ピアサポー ト導入後の院内評価

導入後の院内評価は､91%

が期待に応えるものであっ

たと回答されておりかなり

評価は高い｡

ピアサポート移入後の静備に封する具体的窃感想 (由由紀述からの歳砕)
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③ピアサポート活勤の境に関する辱項

ピアサポート活動の場所は

号の甲今後どこが適切か (複数回答)

その他の回答内容として､｢活

動の場所はいろいろあったほ

うがよい｣等があったO

ピアサポー ト清鞄をオープンスペースで行うことについて

該当外として､rどちらとも言えない○中には知られたくな

い人も多い地域性がある｣と 1病院が回答した.その他の

10病院はオープンスペースでの活動を良いと回答してい

るoその理由は､｢活動が可視化される｣｢ピアサポート活動

の広報｣｢患者 .家族が気軽に利用しやすい｣等､オープン

スペースの特徴が挙げられていたものの､-方で ｢院外部外

者が密室で相談を行うことについて問題が起きた場合の対

④ビアサポーターの育成に関する辛項

数宵別線の必畢憧
全11病院がピアサポーター育成のための
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ピアサポーターに求めるスキル

(複数回答)

がん体験から得た療養生活に必要な当事者情報の伝達をスキルとして必要だと

ピアサポーターに最も必要な

スキル (単一回答)

その他 …o

情報リテラシー 20
カウンセリンク技術

jミュニケーショ二Jl-i=JL･ 1

がんの医療知弐転o

ピアサポータ-に最も必要なスキルは ｢傾聴｣と ｢守秘義務などの個人情報保
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ある程度必要なスキル (複数回答)

その他 _~ 1

情報リチラシ- __ ___:5

カウンセリング技術

傾聴

守秘裁務などの個人情報保護

接遇マナー

コミュニケ-シ

がんの医療知識

ある程度必要なスキルは､｢コミュニケーションスキル｣がトップであり､

SIS.相磯支援センターとビアサポーターの連携について

愚者簡介の有無

ある 11

ない 0

連携について 11病院すべてが患者紹介は ｢ある｣と答えており､

相談支援センターからピアサポーター-の患者紹介が若干多く

相談支援センターからピア

サポーターへの患者紹介 (月間)

11件以上 o
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ピアサポーターから相談支援セン

ターへの患者紹介 (月間)

11件以上 ;o

1

患者文鎮趨損の具体例 (自由紀述から抜粋)

※その他､｢ビアサポーターのかかわりを得て患者の変化が見られたときは､フィードバック

(情報の共有)をしている｣という記述もあった｡

その他
7%(1)

連携に必要なもの

ー9-

その他として1病院が ｢ピアサポ

ーター自身の役割理解｣と回答し

ているo



がんピアサボ-トに関する意見 ･夢題 (自由罷逮からの放砕)

6.飽食脅察

611.考察l 閏査分析者の立場から

本調査の目的は､院内ピアサポートにおけるピアサポーターと相談支援室のがん相談連携状況を

明らかにし､今後の相談支援体制の充実につなげる要素を提示することであった｡結果として､

①院内ピアサポートの評価は高く病院側の期待に応えるものであった｡

②オープンスペースで院内ピアサポートを行うことは､ほぼ全病院が好ましいと捉えており､今

後の望ましい活動場所は外来ロビーであったO

③ピアサポーターの教育討順 は全病院が必要であると考えており､｢がん体験から得た療養生活

に必要な当事者情報の伝達｣をスキルとして望んでいた｡

④ピアサポーターの教育訓練として最も必要なスキルは､r傾聴｣と ｢守秘義務などの個人情報

保護｣であり､｢がんの医療知識｣はある程度必要なスキルとして挙げられた｡

⑤院内ピアサポートによるがん相談連携として､実際に月間1-5件の患者紹介が両者間で行わ

れていた｡

⑥院内ピアサポートの役割は医療サポートを補完する役割として期待されていたO

以下､以上6点の明らかになった点を考察として整理し連携に必要な要素を提示したいo

①院内ピアサポートに関する病院側の評価であるが､11病院のうち10病院が導入後の評価とし

て ｢期待通り｣｢期待以上｣と期待に応えるものであったと回答しており､相談者の満足度が

高く精神的支援になっていると捉えていることが明らかになった｡この点は､院内ピアサボ
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- トの有用性につながるものであり､今後､他医療機関におけるピアサポート導入の参考に

なると思われるO

②ピアサポート括助をオープンスペースで行うことに関して､1病院が ｢どちらとも言えないO

中には知られたくない人も多い地域性がある｣と回答しているものの､他 10病院は良いと回

答しており､今後の活動場所として約 6割が外来ロビーを挙げていたO理由として ｢活動が

可視化される｣｢ピアサポートの広報｣｢患者 ･家族が気軽に利用しやすい｣等､クローズド

スペースを補完する回答でありオープンスペースの特徴を示す回答であった｡しかし一方で

｢院外部外者が密室で相談を行うことについて問題が起きた場合の対応が出来ない｣という

理由もあった｡この点については熟慮しなければならないDなぜなら活動が可視化されるこ

とは公開性の高いことを示すが､それは公開性が高いがゆえに監視の目も高いということで

あるOそれゆえ､院外部外者であるピアサポーターの位置づけが一義的でない現状､病院側

としてもその責任においてクローズドスペースよりもオープンスペースのほうが､把達しや

すいという点があるのであろう｡

◎精勤を遭うピアサポーターの脅威に関して､全 11病院が ｢教育訓練は必要である｣と答え､

必要なスキルとして｢がん体験から得た療養生活に必要な当事者情報の伝達｣を求めていた｡

最も必要なスキルは ｢傾聴Jと ｢守秘義務などの個人情報保護｣を挙げており､対人援助技

術に共通するものであった｡なお､｢がんの医療知識｣はある程度必要なスキルとして挙げら

れており､必須ではなかった｡

④がん相紋連携においては､院内という状況から全 11病院が ｢ある｣と答えており､実際に月

間1-5件の患者紹介が行われていた｡その連携の具体例から病院側からは ｢がん体験に関す

る事項｣を､ピアサポーター側からは ｢医療に関する事項｣を依頼しており､領域の棲み分

けが行われていたことは興味深い｡両者の連携に必要な要素として､｢それぞれの役割分担の

明確化｣｢定期的な両者の意見交換｣が示された結果からも､特にこの2点を押さえたシステ

ムが必要である｡

⑥がんビアサポートに関する意見では､医療サポートを補完する役割としてビアサポートを期待

する声が高く､院内ピアサポートの評価も高かった｡だが一方でネガティブな指摘があるこ

とを忘れてはならない.｢確立されていない治療法などを説明し振乱を招いたことがあった｣､

｢ご自身の経験の範囲内で｣という指摘である｡これらは今後のピアサポート活動を考える

うえで重要な指摘であり､前述のピアサポーターの育成と関連して､ピアサポーターとして

の役割とその範略を明確にしておかなければならないという点に繋がるO院内ピアサポー ト

を拡大し､がん相談支援における連携を進めていくためには､ピアサポーター教育も含めて

活動指針を明確にしておく必要があると言えよう｡

現在､がん対策施策においてピアサポートに関する議論が活発化しているなか､本調査は
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その議論の参考になるべく画期的な調査であったと考えるO全国的に見ても愛知県は県下11

拠点病院に院内ピアサポートを導入しており､他県に比べて院内ピアサポートの先進県であ

ると言っても過言ではない｡しかしながら､現状はNPO法人ミ-ネット1団体のみがその責

務を担っているという点に留意しなくてはならず､このたびの調査対象である11拠点病院は､

換言すればNPO法人ミ-ネットの院内ピアサポート評価でもあるoNPO法人ミ-ネットは独自

のノウハウで院内ピアサポートによるがん相談連携を担っており､行政からの支援はないo

今後の意見として､｢県が育成していければ良いが､現在は団体に頼らざるを得ず､今後複数

の団体が混在する可能性もあるO｣と1病院が指摘したように､持続可能な仕組みには1団体

のカだけでなく､様々なステークホルダーが必要であるo具体的には､県など地方公共団体

が､ピアサポーターの育成および財政支援を含むアフターフォロー､拠点病院との連絡調整

等の環境整備を進めることであるOこれまでの受け身の姿勢から脱却し､主体的にかかわっ

ていく姿勢が強く望まれるのである｡

最後に､本調査をもって普遍化出来るものではなく､今後は他県での調査およびビアサポ

ートを受けた相談者-のアンケー トも含め､包括的な分析が必要であることを指摘しておき

たい,

(今後の隈愚)

以下に今後の課題を示して､取り組む事項を提案する｡

I

ピアサポート清鞄の喝 ･オープン.クローズ双方の特徴を活かした柔軟な設定が必要である

ビアサポーターの育成 ･教育プログラムは ｢傾聴｣と ｢守秘義務等の個人情報保護｣をミニマ

ムとしながら ｢がん体験から得た療養生活に必要な当事者情報の伝

達｣能力の獲得を目指すことが必要である

･留意点として ｢ご自身の経験の範囲内で｣と指摘があることから ｢ど

アサポーターの役割とその限界の設定｣が必要である

がん相散逸換 ･｢それぞれの役割分担の明確化Jr定期的な両者の意見交換｣が違旗に

必要な要素である

(文賛 :大野裕美)

6-2.考察2

ピアサポー ト奥鹿田藤代褒馨の宜喝から (NPO法人ミ-ネット理事長 花井美紀)

①院内ピアサポー ト導入病院の評俸

院内ピアサポートに関して､おしなべて高い評価が得られたが､中でも 11院中3院から ｢期

待以上｣という回答があった｡この3院におけるピアサポートの連携体制は､下記のような特

徴を持つ｡
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1)A病院/相鮫支援センターがピアサポートの予約を取り､現場にも参加

相談支援センターでビアサポート相談の予約を取り､ピアサポート実施団体に連絡｡ピア

サポータ-は､予約状況に応じた準備をしてピアサポートにのぞむQピアサポー トブース

において､相談支援センターの相談員も患者の相談にあたり､連携し情報の共有も行う,

リピータ-が多く､円滑に進んでいる｡開始前と終了後のミーティングは､ピアサポータ

ー､相談員､事務職員も共に行い､不定期ではあるが医師の参加もあるOまた､開始日は

繰り返し院内アナウンスが行われ､病院内に案内板も数ヶ所立てられる｡

2)B病院/担当医療職からの簡癌的な患者紹介とピアサポーターとの交流

ピアサポートの担当窓口である医師と相談支援センター相談員とピアサポーターの意見交

換と情報共有が日頃からはかられ､院内の催事にはピアサポーターも必ず参加Oピアサポ

ート開始前 ･開始後に情報共有をおこなう｡医師および相談員からの積極的な患者紹介も

行われている｡

3)C病院/庭師がピアサポーTl現場に控えピアサポーターと連騰

医師2名が病院側のピアサポート担当者となっている｡侮回､ピアサポートの内容や傾向

の変化など情報を共有し､進め方について改善をはかっているO実施Elは､医師も現場に

控え､医療的な相談があるとピアサポーターが医師につなぎ､内容に応じて医師が対応､

あるいは医師の判断で然るべき医療職にその場でつなぐ｡医師とピアサポーターが同席し

て相談対応を行うこともあるO患者･家族に非常に審ばれ､現在は月2匡‡の実施であるが､

回数を増やしてほしいとの要望もある｡

上記 3院のピアサポー ト-のかかわり方は､病院側の方針でありピアサポート実施団体か

ら求めたものではない｡密接な連携協力体制とピアサボ-タ--の評価は関連性があると

考えている｡実施団体としても､連携体制の充実をはかることは努力すべき課題である｡

②オープンスペースでの院内ピアサポー ト

⑳オープンも患者に好まれている

｢オープンスペースで｣という提案は､実施団体からのリクエストである｡メリットとし

て､｢周知につながる/利用しやすい/活動の透明性の確保/ (長期的には)がん患者-

の誤解や偏見の解消につながる｣と考えている｡中には個室を勧めても ｢ここでいい｣と

オープンスペースを希望する相談者も少なくない｡必要に応じて個室などが用意されてい

るのが理想的であると考えているO

③ ピアサポーターの教育訓練について

⑳ ｢ピアlの相蔽支援にも知級と並術は必婁

実施団体としての経験から､必要な教育訓練項目と時間を考慮してプログラミングしたと

ころ､90時間 (1年)+院内ピアサポート実習となった｡もとより､現在､厚労省の委託
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事業として進められている ｢がんの総合相談に携わるものに対する研修プログラム策定事

業｣の事業目的に ｢ピアサポーターなどの相談員に対し､基本的な相談事業のスキルを身

につけるための研修を行うための研修プログラムを策定する｣とあるが､同様の目的を持

って養成を進めている｡今回の調査対象である全病院が､教育訓練は必要であると考えて

いるのは､病院がピアサポーターの役割としてもっとも望んでいる ｢がん体験から得た療

養生活に必要な当事者情報の伝達｣が適切 (安全)に行われるためには､知識と技術が必

要であることを理解しているからこそと考える.

④ピアサポーターの教育訓練として最も必要なスキルについて

⑳医療介入はして壮ならないが､一定の医療知故は必要

導入病院の回答では､｢傾聴｣と r守秘義務などの個人情報保護｣へのニーズが高く､実

施団体としても同じ考えである｡ただ､がん患者 ･家族の悩みや問題に対して､自身の考

えや気持ちは脇に置いて聞くことは簡単ではなく､すぐに身につくものでもないo相手が

何を悩んでいるのか､どのような状況にあるのかということを理解して聴くことも大切で

ある｡医療介入は絶対にしてはならないという鉄則を持ちつつも､相手の話を深く聴き取

り共に問題解決の糸口を探り､患者の自己決定や医療者とのコミュニケーションをサポー

トするためには､がんに関する一定の知識が必要である｡

ただし ｢どのようなどアサポータ｣を養成するのか｣という目的に応じて必要なスキルは

異なってくると考える｡

⑤院内ピアサポートによるがん相敦連携 (相互紹介)

⑳両者の意免交換とシステムづくりが大切

相互的な患者紹介について､現状では双方のコンセンサスやシステムが十分ではない,ま

た､病院の方針や体制などもそれぞれに異なるO相談支援センターからの患者紹介はセン

ターで当然把撞できるが､ピアサポート実施側は､これまで相談支援センター-の紹介を

促進してきたものの記録やセンター-の伝達を十分にしてきたとは言えない.

患者 ･家族の相談の内容に応じて､積極的に相互滞介をはかるための双方の意見交換とシ

ステムづくりが必要であるO

⑥がんピアサポートに関する意見

⑳ピアサポートの適切性と安全性は遮塊によって守られる

医療サボ-トを補完する役割としての期待が高いが､｢確立されていない治療法などを説

明し混乱を招いたことがあった｣という指摘もあったOこれは､標準治療ではない治療を

受けた他の患者の例を､ピアサポーターが相談者に紹介したことによるO相談者が主治医

に､ピアサポーターが紹介した治療を希望して経線が明らかになった｡ピアサポーターの

対応ルールの禁止事項であるため､実施団体としてすぐさま全ピアサポーターに通達を出

し､ルールの徹底をはかるための方策を協議して病院側に伝えた｡

ピアサボ-タ-は､自身も治療体験者であることから､相談者との同質性が高く､時とし
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て相手の立場に共感するあまりルールに抵触することも起こる｡実施団体として､相談記

録提出の義務付けや現場での確認など､サポートの適切性と安全管理には努力しているが､

相談者 ･ピアサポーター ･病院の三者の安全は､実施団体だけで守れるものではないo上

記のような事例が示すように､医療機関と連携協力を図ることの意義は､安全管理の面で

も大きい｡今後は､さらに活動指針やピアサポーターの役割を明確にし､ピアサポートマ

ニュアルやリスクマネジメント体制なども公開していく必要があると考えている｡

【今後の隈臨】
①ピアサポート導入病院への評価が必要

◎財源なくしてビアサボ- トの普及発展はない

日本における ｢がんのピアサポート｣は翠明期を経て発展期に向かおうとしている｡この時

期に何より求められるのは､継続性､つまり ｢持続可能などアサポー ト｣であるC

現在 27都道府県において､ピアサポーターの養成が公共的に進んでいると聞くが､ピアサ

ポーターが相談支援体制の充実に貢献する役割を担い､持続可能な活動を進めるためには､

ピアサポーターの公共的な養成と､医療機関との連携が何より重要である｡本調査で明らか

になったように､ピアサポートの院内周知は職員間で特に不十分であるOまた､医療職のピ

アサポーター-の理解が進まず､導入のブレーキになっているという声も聞く｡この項の ｢①

院内ピアサポー ト導入病院の評価｣で示したように､ピアサポーターと有機的な連携をはか

ることで､ピアサポートは相談支援体制の-翼を担える存在ともなるo公共的な養成､医療

機関との連携協力はもとより､一定のスキルと経験を備えたピアサポーターを導入し相談支

援体制の充実をはかる医療機関には､診療報酬をもって評価し､ピアサポーターが有償で任

にあたることが今後のピアサポートの推進と発展､がん相談支援体制の充実には必要であるD

当法人の院内ピアサポー ト活動は､｢せめて昼食費程度は｣と考えての誠にささやかな有償

ボランティアであるが､時間的拘束や養成講座の期間､その後のフォローアップ研修-の参

加､相談記録作成の義務付け等､ピアサポーターの負担は大きく､実は ｢有償｣とは言えな

いほどである｡しかし､活動の継続性のためには法人からの経費的サポートが必要と考えて

おり､この財源の確保に関して法人が抱える負担もまた大きい｡1年をかけてピアサポーター

を養成する労力もしかりであるOがんのピアサポートに取り組む団体は､労力の大きさと財

源的な面で同じような悩みを抱えていると思われる｡

②地域脚 敦支捜センターの必要性

⑳マネジメントの戯点なくしてビアサポー トは機能しない

持続可能などアサポートには､マネジメントが必要であるO活動規約等の徹底､活動におけ

るシフト決定や連絡調整､相談記録等のチェックと管理､医療機関との連携における事務作

業､継続教育など､必要業務は枚挙にいとまがないO養成されたピアサポーターが機能して

いくための拠点は､なくてはならないものである｡

当法人の場合は､法人事務局および猿人が名古屋市と協働で運営する ｢名古屋市がん相談情
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報サロン･ピアネット ※以下､ピアネット｣が､その拠点となる.ピアネットは名古屋市

を中心とした､がん診療連携拠点病院等と情報交流を行い相互紹介につとめているO院内ビ

アサポー トにおいてピアネットを紹介､ピアネットにおいては院内ピアサポートを利用者に

紹介している｡ピアサポーターのフォ ローアップ研修等はピアネットで行い､ピアサポータ

-のメンタルケアなども必要に応じて進め､サポーター間の交流と研鱗の拠点ともなってい

るO施設運営や利用者対応において問題が生じた時は名古屋市と協議して最善の方法で処理

にあたっている｡

いわばピアネットは､がん対策における相談支援体制の充実を目指して推進されている地域

統括相談支援センターに設置が求められている ｢ピアサポートセンター｣と類似した役割を

担っているとも言える｡

ピアサポーター養成は､予算とノウハウ (プログラム)があればNPOやさまざまな団体で

実施可能であるが､医療機関と連携協力しながら進めるピアサポートのマネジメントは円滑

な連携体制とピアサポー トの質や安全管理のためにも公共的な拠点が必要であるOすべての

都道府県において統括相談支援センターの設置とピアサポーター養成が進むことを期待した

いO

【むすびに】
⑳相敬支三極センターとビアサポーターとの遮境による相鉄支援の充実のために

生涯を通じて国民の 2人に 1人ががんにかかる時代となり､医療技術が進歩する一

方で､多くのがん体験者が､心の問題をはじめとして時間の経過とともに増加する治

療の後遺症 ･副作用､就労 ･経済などの問題に直面している｡

また､がん患者の5年相対生存率は57%に延びており､現代の日本では働き盛りの年齢

でがんにかかり､その後がんを抱えた生活が長く続くという状況にあるoがん体験者は多

層的な悩みを抱えながら､がん治療後の人生を生きることになる｡

がんの相談支援センターをはじめとした相談支援体制の充実は､がん患者 ･家族の精神

的 ･社会的な痛みの解決や緩和に大きな役割を果たし､QOLの向上をもたらす｡行政 ･

医療機関･ピアサポーターとの連携のもとに､持続可能などアサポートが地域に根付くた

めの関係者の熱意とアクションと財源が求められているo

(文賓 :花井美紀)
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⑳参考 :名古屋市がん相散情報サロン ｡ピアネット概要

開 設 :2009年 3月 30日

開所時間:平日10:00-16:00

※25年度より､就労世代の利用に対応するため土曜日にも開所

相談対応ニNPO法人ミ-ネットの所定の研修を修了したピアサポーターおよびスタッフ

【利用者数】2012年 1月～12月の実績

実施 日数 247日 のべ利用者数 2,210名 (1日平均 約 9名)

(表 月別利用者数 単位 :日､人)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合iT

開設日 19 21 21 20 21 21 21 19 19 23 22 20 247

来所 53 113 86 123 107 97 77 81 69 59 88 53 1,006

電話 73 90 116 140 115 82 114 76 104 109 89 96 1,204

合計 126 203 202 263 222 179 191 157 173 168 177 149 2,210

※ピアネット (施設内/相談風景/患者会/外観)
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がん専門医に関する検討についての要望書

がん対策推進協諌全 会長

門田 守人 殿

日頃より日本がん治療認定医機構 (JapazleSeBoardofCancerTherapy)の活動にご助力

とご支援を賜り誠に有り難うございます｡

がんは1981年以降､日本人の死亡原因の第1位であり､生涯のうちに約2人にl人がが

んに羅患するとされている現在､がん対策は国民の健康･福祉の向上のための大きな課

題でありますO平成18年のがん対策基本法に基づき､がん対策推進協議会では ｢がん対

策推進基本計画｣を策定され､がん診療拠点病院の整備や地域がん登録の充実などの成

果を上げてこられました｡さらに､平成24年3月の変更案では､新たに ｢がんになって

も安心して暮ちせる社会の構築Jを全体目標に組み込まれ､分野別施策の個別目標とし

て､ ｢がん患者にとって分かりやすく提示できる体制の丑備｣と ｢がん診療に携わる専

門医のあり方の整理｣をあげられています.これらの目標は,高齢化社会における患者

の視点に立った､分かりやすいがん診療体制の構築を目指しされたものと思われます｡

一方,日本専門医制評価 ･認定機鵬でも､各関連学会と連携して,国民や社会の信頼

が得られる､患者に分かりやすい専門医制度の確立を目指して倹討を重ねておられます｡

しかし､平成24年8月31日の ｢専門医の在り方に関する検討会 (中間まとめ)｣では.

基本髄域およびサブスペシャリティー街域の多くの診療科ががんを扱っているにもか

かわらず､がん診療に関する専門性や資格については言及されておりませんでした｡

日本がん治療認定医機構では､がん診療に携わる医師･歯科医師のがんに関する基盤

的な幅広い知識や技術の取得を検証する事集を､診療科横断的に行ってまいりましたも

やはり横断的な衝域である｢総合診療科(仮)｣の在り方が検討されたことも踏まえて､

本機構としては ｢がん専門医｣についても換討されるべきと考えます｡

現在､日本専門医制評価 ･認定機構に･ ｢がん専門医のあり方に関するWや(仮称)｣

を設置いただくことを要望しておりますBつきましては､がん対策推進協読会において

も､本件に関してご支援いただけますようお願い申し上げます｡

以上ご高配の段な1=とぞよろしくお敬いいたします.今後ともどうかよろしくお顧い

申し上げます｡

平成24年 12月 26日

一般社団法人日本がん治療認定

理事長 平岡 異
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